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1．日本の少子化対策の 20 年 
日本は少子高齢化の波の中にいる．2013年の出生数は戦後最低の約 103万 1千人で，2012
年より約 6 千人減少である．人口も前年より 24 万 4 千人減少している．今後日本の少子化
と人口減は勢いを持って進んでいく．日本で少子化が問題になりだしたのは，1990年の1.57
ショックからだった．1994 年にはエンゼルプラン，翌年には緊急保育 5 カ年計画など，こ



















 今回取り上げるのは，新潟県長岡市（人口約 28 万人），岩手県遠野市（約 2.9 万人），岩
手県普代村（約 3 千人），長野県下条村（の南部に人約口 4 千 046 人），大阪府熊取町（約
4.5 万人）である．これらの自治体には 2013 年 8 月から 12 月にかけて訪問し，（2013 年
12 月現在）の下条行政への聞き取りや子育て支援施設への訪問調査をした． 







図表 1 調査先自治体のまとめ 
 
注：市町村名の下にあるのは 2014 年度の一般会計予算規模 





市では 2007 年 4 月より，教育委員会に「子ども家庭課」と「保育課」を新設し，子どもの
施策を統合した．乳幼児期から思春期までの子どもの成長に合わせた一貫した支援体制が
必要だと，母子保健・子育て支援・家庭教育・幼児教育，学校教育，青少年育成などすべ



























































































村では，2011 年 4 月より認定こども園である「はまゆり子ども園」を開設している．昔
は 5 つの保育所があったが，少子化で次々に閉園され，最後は 2001 年にできた普代児童館
で，無認可保育園が開かれていた．そこで幼小中一貫教育を教育基本目標として掲げた教
育委員会が，村立の認定こども園を開設することを決め，児童館の増築・改修を行い，2012
年 10 月には子育て支援室も増設した．0 から 2 歳児は保育を必要とする（保育に欠ける）
乳児のみで，3 歳になると村の子どもほぼ全員が入園する．保育料は無料であり，給食費
（6,000 円）と教材費（2,000 円）の実費のみの月額 8,000 円徴収している．通常保育は月
曜から金曜の 8 時から 16 時だが，時間外保育があるので毎日 7 時半から 19 時まで開園し
ている．土曜日は弁当持参で 7 時半から 17 時半だ．海岸線に沿って細長く，移動距離が長
い村では，スクールバスも無料である．普代村は医療費も高校生まで無料である．また放
課後子ども教室も，子ども園の横にある社会体育館で，毎日 7 時まで開設されている． 
村には会社も多くなく，多様な職業を見る機会も少ない．そのため学校が行うキャリア























在では 10 棟，124 戸の住宅がある．2LDK で約 65 平方，駐車場は各戸に 2 台分用意され














































これを比較するために 0 歳から 10 歳までの児童人口で割り，児童一人当たりの予算の概算
を出した．結果は図表２にまとめた．これをみると，遠野市が児童 1 人当たり約 79 万 3 千
円と突出しており，次に長岡の 64 万 2 千円，熊取町の 45 万 4 千円となる． 
図表 2 各自治体の児童関係予算の比較  
 




長岡市 17017000 26496 642
遠野市 1847000 2329 793















以外，新潟・岩手・長野の三県は全国の数値を上回っている．例えば 2012 年は全国が 1.41
であるのに比べ，大阪は 1.30 であるものの，新潟県 1.43,岩手県 1.46,長野県 1.53 となって
いる．さらに個々の自治体を見ると，長岡市 1.45，遠野市 1.91，普代村 1.67，下条村 1.86
と県の平均を上回っている．ただし，熊取町は大阪府の平均を下回っている． 
 
図表 3 5 市町村及び所属県・全国の合計特殊出生率 
 
注 1：「新潟県主要指標・都道府県・市町村別（第 2 章）」新潟県統計課（2014.1.1） 
   （2009～2011 の 3 年間平均） 
注 2：「平成 24 年度岩手県保健福祉年報 人口動態編 2012」岩手県保健福祉部 
（2008 から 2012 までの 5 年間平均） 
注 3：「下条村の主な施策内容」下条村説明資料より，（2008 から 2012 までの 5 年間平均） 
注 4：「平成 20~24 年人口動態保健所・市町村別統計」厚生労働省大臣官房情報部人口動態・保健社会統計






長岡市 1.45　（注1） 新潟県 1.43 1.41 1.43
遠野市 1.91　（注2） 岩手県 1.46 1.41 1.44
普代村 1.67　（注2） 岩手県
下条村 1.86　（注3） 長野県 1.53 1.5 1.51
熊取町 1.21　（注4） 大阪府 1.33 1.3 1.3
全国 1.39 1.39 1.41
自治体名 市町村出生率 2010年 2011年 2012年
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 これをみると，熊取以外の自治体において合計特殊出生率は高い．さらに先に図表 2 で













国では 2025 年には 94.2，2040 年には 83.8 となり，2040 年時点で年少人口（0 から 14 歳）
は，2010 年時点と比較して 63.7 となる．だが，先にみたように，ここで取り上げた自治体
は熊取以外は出生率は高い．それでは将来推計人口はどうなっているだろうか． 
 
図表 4 それぞれの自治体の将来推計人口 
 
注：人口指数は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計 2013 年 3 月推計」より作成，
人口指数はすべて 2010 年時点を 100 としたもの 
 





















長岡市 90 77.2 59.7 新潟県 89 75.4 57.3
遠野市 79.4 60.6 50.4 岩手県 85.7 70.5 53
普代村 77.6 57 40.2 岩手県
下条村 95.6 91.8 81.4 長野県 90 77.5 59
熊取町 97.2 87.4 64.2 大阪府 94.9 84.1 61.5




で最も出生率が高い遠野市が 2025 年が 79.4，2040 年で 60.6，2040 年の年少人口指数に
関しては 50.4 と全国平均を下回っている．普代村も同順で 2025 年に 77.6，2040 年に 57.0







遠野市の 1.9１より低いにもかかわらず，普通出生率は岩手県が 7.6 に遠野市が 6.5 と，県





自治体の人口に占める 15～49 歳までの女性人口が少ないためと考えられる． 
 
図表 5 普通出生率 （対人口千人に対しての出生数） 
 
注：「平成 20~24 年人口動態保健所・市町村別統計」厚生労働省大臣官房情報部人口動態・保健社会統計








自治体名 普通出生率 自治体名 普通出生率
長岡市 8.1 新潟県 7.6
遠野市 6.5 岩手県 7.3
普代村 5.6 岩手県
下条村 9 長野県 8.1






 まず表の 6-1 に全国の状況を確認するために「0 から 14 歳」「15 から 64 歳」「65 歳上」
人口の人口全体に占める比率，及び「18 から 39 歳の女性」が人口全体に占める比率とその
女性人口と同年齢の「18 から 39 歳の男性」に対する比率をまとめてみた．18 から 39 歳の
女性の人口を取り上げたのは，18 歳で高校を卒業する時に移動が始まると考えられること，
及び出産のピークは 30 代であるためである．図表 6-1 からわかるように，0 から 14 歳の年
少人口比率が下がっている，ということは，当然 18 から 39 歳の女性の比率も下がり続け，
2010 年には全人口に占める割合が 13.2％となっている．また同年齢の男性に対して女性人
口比率は 0.97 となっているが，自然に出産すると常に 3～５％は男子が多く生まれること
になっており，この比率が安定的に推移していることが分かる．また全国を市部と郡部に
分けると少し様子が変わる．2010 年の国勢調査で試算すると，当該女性の人口に占める割
合は市部で 13.4％，郡部で 11.1％であり，同年齢男性対する比率も市部で 0.97.郡部で 0.95
と，市部に女性が多くなっている． 
  
図表 6-1 人口全体に占める「0 から 1４歳」「15 から 64 歳」「65 歳上」比率及び「18 か





か．図表 6-2 から図表 6-6 までに 5 自治体の状況について，同じく国勢調査のデータからま
とめた．各自治体の表には女性と男性の人口の実数も入れてある．まず 65 歳以上人口の比
率を見てみよう．そうすると 2010 年時点で長岡 25.5，遠野 34.3，普代 31.5，下条 28.6，
熊取 20.3 と熊取以外の自治体は高齢化が全国より進んでいることが分かる． 
次に同じく 2010 年時点の女性人口比率を見てみよう．そうすると長岡 12.0，遠野 8.3，





人口比率(%) 2000年 2005年 2010年 人口比率(%) 2000年 2005年 2010年
0から14歳 14.6 13.8 13.2 ①18から39歳の女性 14.8 14.2 13.2
15から64歳 68.1 66.1 63.8 ①の同年齢男性人口比 0.97 0.97 0.97






図表 6-2～6-6 人口全体に占める「0 から 14 歳」「15 から 64 歳」「65 歳以上」比率（%）・
「18 から 39 歳の女性」実数及び人口全体に占める比率・「18 から 39 歳の男性」実数に対
する比  
図表 6-2 長岡市 
注：図表 6-2～図表 6-6 まではすべて「国勢調査」のデータで試算・作成したものである． 
図表 6-3 遠野市 
 
図表 6-4 普代村 
 
図表 6-5 下条村 
 
図表 6-6 熊取町 
 
 
2000年 2005年 2010年 2000年 2005年 2010年
総人口 193414 236344 281739 ①18から39歳の女性実数 27483 30697 33767
0から14歳(%) 15 14.1 13.2 ①が総人口に占める比率(%) 14.2 13 12
15から64歳(%) 66.7 63.9 61.3 ②18から39歳の男性実数 29073 33425 36438
65歳以上(%) 18.3 21.9 25.5 ①÷② 0.95 0.92 0.93
2000年 2005年 2010年 2000年 2005年 2010年
総人口 27681 31402 29317 ①18から39歳の女性実数 2598 3019 2435
0から14歳(%) 14 12.4 11.4 上記の人口比率(%) 9.4 9.6 8.3
15から64歳 (%) 58.7 55.4 54.3 ②18から39歳の男性実数 2792 3043 2,669
65歳以上(%) 27.3 32.2 34.3 ①÷② 0.93 0.99 0.91
普代村 2000年 2005年 2010年 2000年 2005年 2010年
総人口 3583 3358 3088 ①18歳から39歳の女性実数 379 324 263
0から14歳(%) 14.7 12.5 11.5 上記の人口比率 10.6 9.6 8.5
15から64歳 (%) 62 59.6 57 ②18歳から39歳の男性実数 430 364 298
65歳以上(%) 23.4 27.9 31.5 ①÷② 0.88 0.89 0.88
下条村 2000年 2005年 2010年 2000年 2005年 2010年
総人口 4075 4210 4200 ①18歳から39歳の女性実数 447 469 479
0から14歳（%） 16.7 17.5 16.6 上記の人口比率 11 11.1 11.4
15から64歳 (%) 56 53.8 54.7 ②18歳から39歳の男性実数 421 442 448
65歳以上(%) 27.3 28.7 28.6 ①÷② 1.06 1.06 1.07
熊取町 2000年 2005年 2010年 2000年 2005年 2010年
総人口 42914 44505 45035 ①18歳から39歳の女性実数 6817 6,827 6191
0から14歳(%) 14.9 14.9 14.9 上記の人口比率 15.9 15.3 13.7
15から64歳 (%) 72.6 69.4 64.8 ②18歳から39歳の男性実数 6820 6822 6256






 同じように「18 から 39 歳の女性」の全体人口に占める割合を図表 7 にまとめてみた．








全国平均の 0.97 になるはずだからである． 
 
図表 7 「18 から 39 歳の女性」の当該自治体の人口に占める割合と同年齢の人口男女比 
 
注：「国勢調査」2010 年総務省統計局より作成  











18から39歳の 男女比 18から39歳の 男女比
女性人口比率 (注) 女性人口比率 (注)
岩手県 11.13 0.98 大阪府 11.5 0.96
盛岡市 14.06 1.04 大阪市 14.05 1.02
新潟県 11.59 0.96 宮城県 13.65 0.99


































































(注 2)OECD の先進諸国の「家族関係社会支出（保育，出産・育児休業給付，家族手当など）の対 GDP 比」
の国際比較で 2003 年のデータを見るとはスウェーデンは 3.54%，フランス 3.02％，イギリス 2.93%，ド
イツ 2.01%となっている一方で，日本は 0.75%となっている．「子ども子育て応援プラン」が 2006 年に発
表されて以来，日本の家族支援の不十分さが低出生率を引き起こしているという議論がなされている．
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